
 

 

連合北海道２０２５春季生活闘争本部  

２０２５.２.２８ 第２回闘争委員会 

 

連合北海道 
「２０２５春季生活闘争・当面の取り組み（その２）」 

 

１．至近の経済情勢について 

（１）日銀は1月23－24日の金融政策決定会合において、政策金利を0.5％程度に引き上げる追

加利上げを決定した。決定の理由として、①企業の賃上げ意欲が強いこと、②消費者物価の

基調的な上昇率が2％に向けて徐々に高まっていくと予想されること、③米国・トランプ政権に

よる政策運営をめぐる不確実性はあるものの、国際金融資本市場は全体として落ち着いている

こと、などを挙げている。 

（２）2月 17日に内閣府が公表した 2024年 10－12月期ＧＤＰ速報によれば、個人消費が低迷し

ているものの（0.1％）、実質成長率は 0.7％（年率 2.8％）であった。 

（３）1月31日に公表された2024年12月の完全失業率（総務省）は2.4％（前月比▲0.1ポイント）、

有効求人倍率全国平均（厚生労働省）は1.25倍で前月と同水準であった。 

２．道内の経済景況と雇用情勢 

（１）日本銀行札幌支店が1月29日に公表した北海道経済金融概況によると、「北海道の景気は、

一部に弱めの動きがみられるが、持ち直している。すなわち、公共投資は、高水準で推移して

いる。個人消費は、物価上昇の影響を受けつつも、堅調に推移している。観光は、増加してい

る。設備投資は、緩やかに増加している。輸出は、緩やかに増加している。住宅投資は、減少

している。生産は、横ばい圏内ながら、一部に弱めの動きがみられる。 雇用・所得情勢をみる

と、緩やかに改善している」となっている。 

（２）道内の雇用失業情勢について、総務省統計局の1月31日発表（2024年平均）の労働力調

査によると道内の完全失業率は、2.6％(全国平均:２.5％)、前年比△０．２ポイント、一方、道

内の就業者数は、２６５万人(前年比１万人増)となった。 

（３）北海道労働局による有効求人倍率（常用）の推移でみると、１２月期は、１.０１倍と前年同

月を０．０３ポイント下回る水準であるが、その中にあって４４.５％が正社員求人以外であるこ

とを注視する必要がある。 

新卒者の就職内定率も１２月末現在、高校生では８７.１％と前年より１.６ポイント上回っており、

高水準で推移している。特に道内中小企業への就職促進を進めていく必要がある。 

３．各産別の取り組み状況 

    各産別はそれぞれの取り組み方針を決定しつつあり、各単組の要求提出も進み、大勢として

は２月末までに完了する見通しとなっている。 

各単組は、本格的な交渉に向けて交渉準備を整えつつあるが、情報交換を一層深化させな

がら、月例賃金の引き上げを実現すべく産業別部門連絡会や中小・パート共闘会議を中心とし

た情報共有を意識し、各構成組織、地協が総力を結集して交渉を展開していく。 



 

 

４．雇用対策に関わる社会的キャンペーン行動の取り組み 

１月２５日の後志地協を皮切りに各地域で開催された「地域討論集会(ブロック推進会議)」

の前段行動として、市町村自治体、総合振興局、商工団体、学校等に対して、「地域におけ

る雇用対策」などの要請行動を展開した。なお、地協段階では引き続き、独自行動を展開し

ている。寄せられた意見や地域の実情などは、今後予定されている北海道労働局の「地方労働

審議会」をはじめ、経済５団体、道、労働局への要請行動を通して意見反映する。また、別途行

動のまとめを行い、今後の取り組みや政策策定に反映する。また、各産別・単組においては、

関連各企業に対し安定した質の高い雇用の拡大に向けた働きかけを行い、労働者側・生活者

への分配を増やすべく月例賃金の引き上げを求めて行くこととする。 

５．当面の闘いの進め方 

（１）ヤマ場に向けた取り組みについて 

①回答引き出しに向けた交渉配置について 

各構成産別は、できる限り単組が２月末までに要求提出を完了するよう指導するとともに、交

渉を進め、中小下請け労働者の月例賃金の引き上げ、有期・短時間等労働者の時間給引き

上げの要求に応えるよう強く求めていくこと。 

また、最大のヤマ場である３月１１～１３日を含む「先行組合回答ゾーン」（３月１０～１４日）、

「３月月内決着回答ゾーン」（３月１７～３１日）、に多くの組合が回答を引き出せるよう準備と調

整を進め、エントリー登録を促し、回答引き出しに向けた交渉配置を進める。加えて、あらゆる

状況を想定した戦術が速やかに取れるよう、闘争体制の点検・整備をはかるよう指導を強化す

ること。 

 ②交渉力強化について 

   連合北海道は闘争委員会等において、交渉力強化や、闘争の一体的取り組みを推進して

いく。また、３月４日には経済５団体（道経済連合会、道商工会議所連合会、道経済同友会、

道中小企業団体中央会、道商工会連合会）、３月１４日には労働局、北海道は２月１８日、それ

ぞれ「すべての労働者の賃金・労働条件改善等に関する要請書」等を提出し、２０２５春季生活

闘争を全労働者の課題として位置付けていることをアピールし処遇等改善を求めることとする。

＜要請書【資料１－１～１－３】＞ 

 ③「人への投資」に向けた取り組み 

   賃金水準の社会的波及と相場形成を高めるため、連合本部は、「中核組合の賃金カーブ維

持分・賃金水準」および「代表銘柄・中堅銘柄」をすでに開示している。加えて「２０２５地域ミニ

マム運動」(連合組合員の２０２４年個別賃金実態調査)で得られたデータを分析した「都道府県

別・大括り産業別の賃金特性値」も開示（２月５日）し、賃金水準の社会への波及力を高める取

り組みを強化するとしている。 

 【構成産別(単組)・地協(地区連合)における取り組み】 

  1) エントリー登録を２月２８日（金）までとし、多くの産別（単組）、地協（地域ユニオン）が登録

に集中するよう改めて要請する。 



 

 

   2) 地協(地区連合)は、「すべての労働者の処遇改善」を実現するため、地域の商工会議所

等、「経済(業界)団体との労使懇談会」(意見交換の場)を設定し、中小下請け労働者の月例

賃金の引き上げ、時間給労働者の時間給引き上げや、雇用形態間の不合理な格差を解消

し、均等待遇を実現するための要求を提出する。1 月 22 日に開催された「北海道政労使会

議」において採択された共同宣言に基づいた行動を促し、中小企業を魅力ある産業とする

ための手法として、「底上げ」「底支え」「格差是正」に寄与する行動を展開すること。 

行動時期は、各地域の判断とし、行動した地協は、回答を含めた内容を連合北海道へ文

書等で報告すること。要請書は、【資料２】のとおり。 

【連合北海道における取り組み】 

（その１）で提起した職種別特性値(連合北海道２０２５地域ミニマム調査より)を公表し、産業

ごとの「基本給」(月例賃金の支給総額を示すものではない)を社会に明らかにし、北海道内に

働くすべての労働者に対する波及力を持った取り組みを展開する。 

また、公正取引委員会北海道事務所及び北海道経済産業局中小企業課に対する行動を４

月中・下旬に実施する。マスコミ媒体も活用した世論に対する「公正取引」・「価格転嫁」の実現

による、付加価値の適正な分配やコスト負担による中小企業労働者の「底上げ」「格差是正」に

取り組む。関係産別の、ＵＡゼンセン、フード連合、運輸労連等の役員も可能な限り同席するこ

ととする。 

④集計、開示について 

  連合北海道は、エントリー登録組合からの報告を受けて以降、開示、情報共有について、春

闘ニュースを通じて公表していく。 

（２）格差是正に向けた中小および有期・短時間等労働者との共闘の闘い 

中小共闘は、その方針にもとづき、最大のヤマ場に対応しつつ、３月内決着をはかるよう努

め、格差是正、底上げ、均等待遇の実現に向け、産別の指導・支援のもと力を結集し闘いを進

める。３月月内回答ゾーンおよび中小回答ゾーン（４月中）につなげる観点から、産別、地協は

中小の交渉の支援・指導を徹底する。 

有期・短時間等労働者に関する取り組みについては、正規労働者との同時決着を目指すと

ともに、各産別で策定した重点項目を中心に点検と交渉の展開をはかる。 

■連合北海道の取り組み■ 

２月２０日に第２回中小・パート共闘会議を開催した。中小企業と大企業の規模間賃金格差

解消を図られなければ、中小職場の労働者の生活は、消費者物価の上昇で実質賃金が低下

し、より一層厳しさが迫られることとなる。「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指

針」と「取引適正化・価格転化促進に向けた取組」の着実な実行により、中小下請け労働者の

月例賃金の引き上げを実現すること。また、雇用形態間の不合理な格差を解消し、短時間等労

働者の時間給引き上げをはじめとする均等待遇の実現にこだわるたたかいを進めることを確認

した。 

 



 

 

 【構成産別(単組) 、地協(地域ユニオン)における取り組み】 

 ① 産別は、単組の要求組立てから要求提出、回答、妥結に至るまでの間、構成組織の責任あ

る指導と支援、それぞれの産業全体の「底上げ」「底支え」「格差是正」に寄与した取り組みを展

開する。加えて、あらゆる状況を想定して、スト権の確立やその他の戦術が速やかに取れるよ

う、闘争体制の点検・整備をはかるよう指導を強化する。 

② 単組は、組合員の賃金実態調査をもとに内外格差の把握と目標水準を明確にし、総原資

のみならず配分を含めた要求・交渉を進める。 

③ 産別・地協は、雇用安定に向け、正社員への転換ルールの導入・明確化・転換促進を取り

組むこと。 

また、仕事に応じた適正な処遇の確保に向けた取り組みについては、「同一労働同一賃

金」を踏まえ、雇用形態間の不合理な格差を解消するため、労使協議を通じて、労働条件の

納得性を高める視点で、その是正に取り組むこと。 

④ 産別・地協は、「職場点検チェックリスト」の活用、官製ワーキング・プアの解消、有期・短時

間等労働者の組織化などを全体で取り組み、また、要求内容や取り組み状況について情報

の共有化を図ること｡また、単組・地域ユニオンの交渉支援・指導を徹底すること。 

⑤ 産別は、連合白書（Ｐ１１２）に記載されている「取引適正化・価格転嫁に関するチェックリス

ト」を活用し、企業規模間の是正に取り組むこと。 

【中小企業の月例賃金要求水準の目安】 

 今次闘争は、賃金水準の絶対値にこだわる取り組みである。賃金の引き上げ率や額だけで

はなく、働き方の価値に見合った賃金水準、すなわち、「人への投資」にこだわる取り組みを進

めていく。 

（３）部門連絡会(地場共闘の強化)の取り組み 

 産業別部門連絡会に参加する構成組織は、情報共有化をこれまで以上に充実させ、地域に

おける相場形成と波及に役割を果たしていく。 

■連合北海道の取り組み■ 

２月６日～２月２６日の間で、Ｆ部門を除く全ての連絡会において第１回目の連絡会（Ａ部

門は２回目・C 部門は中小パート共闘会議と合同）を開催し、要求提出前段の意思統一をは

かった。連合北海道は、取り巻く情勢や各産別の取り組みを共有化するため、地協、産別総決

起集会へ参加し、支援に努めるとともに地域とも連携を強める。  

 【構成産別(単組) における取り組み】 

① ＧＤＰの６割を占める個人消費を高め、「経済の好循環」を実現するためには、すべての構

成組織が、中小下請け労働者の月例賃金の引き上げと有期・短時間等労働者の時間給引

き上げをはじめとした雇用形態間の不合理な格差の解消などによる均等待遇の実現にこだ

わるたたかいを進める。 

② 「エントリー登録組合の拡大」、「全単組において要求書・要請書の提出」等を全体が取り

組む。 



 

 

③ Ｆ部門（官公部門）においては、「官製ワーキング・プア」に係る全自治体要請行動の展開

を、各地協・地区連合と連携を図りながら取り組むとともに、『自治体財政の確立』に、連合北

海道、北海道公務労協に結集し、全力で取り組んでいく。 

④ 例年４月に開催していた第２回の連絡会は、中小パート共闘会議と統合し、上記に基づ

く意見交換と各産別・単組の交渉経過などについて、情報の共有と意思統一をはかる。 

（４）各種集約日について 

・エントリー登録（産別）（地協）            ２月２８日（金） 

・「全単組 統一要求・要請書」（産別）（地協）              ３月３１日（月） 

６．「連合アクション」の取り組み 

(１) 春季生活闘争最大のヤマ場における街宣行動 

「連合北海道 2025春季生活闘争方針（その１）にもとづき、以下の街宣行動等を展開する。 

1）日 時：３月１０日(月)～３１日(月)に街宣行動を実施する。 

2）場 所：全道 13地協所在地 

3）弁 士：連合北海道、各地協 

4）動 員：要請は行わない 

5）のぼり：①クラシノソコアゲ、②月例賃金の大幅引き上げ(２種類)、③Action３６、④地方財

政の確立、などを活用し、街頭宣伝行動時に街頭に掲げ道民にアピールする。 

6)横断幕：各地協の創意工夫ある取り組みにより作成する。 

(２) テープ街宣の実施 

   可能な地協は３月１０日(月)～３１日（月）の間で、地協(党)宣伝車を走行させ、地協管内

をテープ街宣により世論喚起を促す。 

７．当面する北海道の取り組み日程 

（１）連合北海道・石狩地協 ２０２５春季生活闘争・第２７回参議院議員選挙勝利！ 

３．１０全道総決起集会 

1）日 時：３月１０日(月)１８：００～ 

2）場 所：カナモトホール 

3）内 容：①開会              金子副事務局長（２分） 

       ②主催者挨拶           須間本部長（８分） 

        ③方針提起            和田事務局長（１０分） 

              ④決意表明            私鉄総連、上川地協（各５分） 

       ⑤第 27 回参議院選挙 北海道選挙区・比例代表候補予定者入場・紹介（１０分） 

       ⑥北海道選挙区候補予定者決意表明 １名（５分） 

       ⑦花束贈呈            須間会長⇒北海道選挙区候補予定者（４分） 

       ⑤集会決議            長山青年委員会委員長（４分） 

       ⑥団結ガンバロー         荒川本部長代行（２分） 

       ⑦閉会              金子副事務局長（１分） 



 

 

（２）各種行動日程 

２月 ・北海道への要請行動 ２/１８ 

・連合アクション街宣行動 ２/２７ 

・苫小牧地区総決起集会 ２/２６ 

･連合北海道第２回闘争委員会（第３回執行委員会）２/２８ 

･連合北海道第２回地協事務局長会議 ２/２８ 

・北海道ブロック代表者会議 ２/２８ 

３月 ・十勝地域総決起集会 ３/１ 

・日高地域総決起集会 ３/１ 

・経済５団体との労使懇談会 ３/４ 

・檜山北部地区総決起集会 ３/４ 

・檜山北部地区総決起集会 ３/５ 

・北渡島ブロック総決起集会 ３/５ 

・南渡島ブロック総決起集会 ３/５ 

・上川地域総決起集会 ３/６ 

・白老地区総決起集会 ３/６ 

・第２回北海道地方労働審議会 ３/７ 

・室蘭地区総決起集会 ３/７ 

・函館地区総決起集会 ３/７ 

・オホーツク管内総決起集会 ３/８ 

・釧根地域総決起集会 ３/８ 

・3.8国際女性デー ３/８ 

・南空知ブロック総決起集会 ３/１１ 

・中空知ブロック総決起集会 ３/１２ 

・北空知ブロック総決起集会 ３/１３ 

・宗谷地域総決起集会 ３/１４ 

・留萌地域総決起集会 ３/１４ 

・後志地域総決起集会 ３/１９ 

･連合北海道第３回闘争委員会（第４回執行委員会）３/２８ 

･連合北海道第３回地協事務局長会議 ３/２８ 

・春闘ヤマ場全道一斉街宣行動 ３/１０-２１ 

・春闘全道テープ街宣 ３/１０-３１ 

・＝第１先行組合回答ゾーン＝ ３/１0-１4 （最大のヤマ場 ３/１1～１3） 

・＝３月月内決着組合回答ゾーン＝ ３/17-31 

４月 ・2025春季生活闘争 共闘推進会議 ４/４（東京） 

・石狩地域地場未解決組合解決促進集会 ４/２３ 

・公正取引委員会北海道事務所への要請行動 ４/中・下旬 

・北海道経済産業局への要請行動 ４/中・下旬 



 

 

・＝中小回答ゾーン＝ ４月中 

・＝解決促進ゾーン＝ 「地場 解決促進集会」 

 



 

２０２５年３月４日 

北海道経済連合会      

  会 長  藤井   裕 様 

北海道商工会議所連合会 

  会 頭  岩田 圭剛 様 

北海道商工会連合会 

  会 長    吉住 淳男 様 

北海道経済同友会 

代表幹事   安田 光春  様 

北海道中小企業団体中央会 

  会 長  高橋 秀樹 様 

 

日本労働組合総連合会北海道連合会 

                         会 長   須   間     等  

 

すべての労働者の賃金・労働条件改善等に関する要請 
 

日頃より北海道経済の発展にご尽力されていることに対し、心より敬意を表します。 

さて、１月２２日、経団連及び連合の両会長が東京都内で会談し、2025 年の春季労使交渉が

本格的にスタートしました。十倉会長は、「ここ２年間で醸成されてきた賃金引き上げの強いモメン

タムを『定着』させる年にしなければならない。経団連は昨日公表した 2025 年版経労委報告の周

知活動等を通じて『ベースアップを念頭に置いた検討』を呼びかけるなど、全力で取り組んでい

く。何より、賃金引き上げの「定着」には、約 7 割の働き手を雇用する中小企業と、4 割近くを占め

る有期雇用等労働者の賃金引き上げが不可欠である。『賃金は上がっていくもの』『適正な価格

転嫁と販売価格アップを受け入れる』、この 2 つの考えをソーシャルノルム、社会的規範として浸

透させること、すなわち 20年近く続いたデフレマインド、デフレの罠からの脱却をはかることが望ま

れる。サプライチェーンの外に存在する多くの中小企業と消費者に対し、適正な価格転嫁と販売

価格アップへの理解と共感の輪を社会全体に広げていく必要がある。経団連は、賃上げを通じて

分厚い中間層を形成し、ひいては日本経済を成長と分配の好循環へと導く、これが企業の社会

的責務と認識している。」と述べました。 

芳野会長からは、「ここ数年にわたり真摯な労使交渉の結果によって、ようやく動き始めた賃上

げの流れを、滞らせることは絶対に避けなければならないと強く思っている。昨年の春季生活闘

争で経済社会のステージ転換を果たしたとするならば、今年は、その新たなステージを定着させ

る年であると考える。そのためには、賃金・経済・物価を安定した巡航軌道に乗せることを労使で

努力していく春季生活闘争にしていきたい。取引先からの人件費の上昇には理解を示しながら

も、事業経費と合わせた取引価格は変更しないというような事例もあると聞いているため、経団連

の強いリーダーシップによって、労務費を含む適切な価格転嫁により「三方よし」の取引慣行を実

現いただくようお願いしたい。」と述べました。 

つきましては、すべての労働者の賃金・労働条件を改善し、雇用と生活の確保、さらには、道

内経済の活性化のため、次の事項の実現に向けて経営側として最大限のご努力をいただきます

よう要請いたします。 

 

【資料１－１】 



 

記 

 

１．北海道におけるすべての労働者の賃金改善について 

(１) 北海道における賃金改善 

① 賃上げは 3％以上を基準とし、定昇・賃金カーブ維持相当分を含め、5％以上の

賃上げをはかること。また、中小企業については企業規模間是正の観点から、総額(定

期昇給相当分＋ベースアップ)18,000 円以上、または、6％以上の引き上げをはかるよう、

会員企業に働きかけること。 

② 厚生労働省の「賃金構造基本統計調査」によると、大企業と中小企業の賃金格差が改

善傾向にあるものの、40 歳(高卒標準労働者)では 43,300 円もの格差が生じている。中

小企業で働く労働者の勤労意欲の向上、人材の確保と育成のためにも、賃金制度を創設

し、「透明性」「公平性」「企業規模間の格差是正」をはかるよう会員企業に働きかけ

ること。 

③ 大企業と中小企業の「賃金支払能力」に格差が生じないよう、1 月 22 日に開催され

た北海道政労使会議において全会一致で採択された共同宣言「物価上昇を上回る賃上げ

に向けた環境整備の取組強化」の推進と実効性を強力に推し進めること。また、実際に

価格交渉を行う担当者まで周知すること。 

④ 同一労働同一賃金の法の趣旨を踏まえ、男女間賃金格差および雇用形態間格差の是正

など、均衡・均等処遇をはかること。 

(２) 地域最低賃金について 

① 北海道最低賃金は 1,010 円となっている。各団体においては、様々な機会・ツール

を活用するとともに、会員企業や従業員に対して最低賃金額の周知徹底に努め、最低賃

金法違反事業者を根絶すること。 

② 非正規雇用労働者の処遇改善に向けて、厚生労働省の各種助成金を有効活用し

て、優秀な人材を確保するよう会員企業に働きかけること。 

 

２．雇用の安定・確保について 

(１) パート労働者等非正規雇用労働者の均等待遇実現について 

道内のパート賃金水準は、半数近くが最低賃金近傍に張り付いている現状にあり、満

度に勤務しても年収 200 万円を少し上回る程度であり、ワーキング・プアと言われる状

態となっている。 

①  同一労働同一賃金が全ての企業に適用された事を踏まえ、高卒初任給等との均等待遇

を重視し、時給 1,250 円以上とすること。非正規雇用労働者の賃金・労働条件の改善に

ついて会員企業に働きかけること。  

② 非正規雇用労働者は、企業内訓練の対象として明確に位置付けられていないことが多

いため、非正規雇用労働者から正規雇用労働者への転換を推進・定着させるため「キャ

リアアップ助成金」や「人材開発支援助成金」などを有効活用した企業内訓練の機

会を非正規雇用労働者にも拡大すること。また、公的職業訓練機関が行う在職者訓練も

有効活用するなどして、教育訓練の機会を拡充するよう会員企業に働きかけること。 

(２) 雇用促進と維持・確保について 

連合北海道は、1 月下旬～2 月上旬にかけて「地域における雇用対策などに関わ

る社会的キャンペーン行動」として全道要請行動を実施しました。 



 

① 学生と中小企業とのマッチングの強化に力を注ぐよう関係機関に働きかけること。 

② 若年者の早期離職は企業にとっても損失である。道内の新規高卒(2021 年 3 月卒)

の 3 年後の離職率は、45.3(前年 43.9)％と全国平均より高い割合にある。職場定着

に向けて、人材確保等支援助成金を有効活用し、早期離職防止に努めるよう会員企業

に働きかけること。 

 

３．労働条件改善などの課題について 

(１) 長時間労働の是正 (豊かな生活時間の確保・あるべき労働時間)に向けて 

すべての働く者が安全で健康に働くことができる職場の中で最大限のパフォーマンス

が発揮できる労働時間の実現に向けて、以下の項目の改善をはかるよう会員企業に働きか

けること。 

① 生活時間を確保する観点から「年間総実労働時間 1800 時間」とすること。 

② すべての労働者を対象とした労働時間の客観的な把握と適正な管理をすること。 

③ 年次有給休暇の 100%取得に向けた計画的付与をすること。 

(２) ワークルール等の遵守について 

① 労働関係法令遵守の徹底 

労働関連法制には、企業の人数規模によって、「努力義務」などで適用されないケースがあ

る。【別添参照】。ワークルールの適切な運用のもとで働くことができるよう、企業規

模にかかわらず、労働関係法令の趣旨を踏まえた労働条件の確保に取り組むこと。 

② 労働契約法に関する処遇改善 

労働契約法 18 条の無期転換ルールの周知徹底をすること。また、無期転換回避目的のた

めに 5 年未満での契約打ち切りなど、安易な雇止めなどが行われないよう、会員企業に法の

趣旨を周知・徹底させること。 

③ 改正高年齢者雇用安定法に関する処遇改善 

雇用と年金を確実に接続させるため、希望者全員が 65 歳まで安心して働き続け

られるよう、定年引き上げ、または廃止を行うと同時に、同一労働同一賃金の法規定を

確実に実施すること。また、65 歳超を含めた高齢者の就業の場を確保するため、労働

時間などの労働条件、高齢者が働きやすい職場の創出や、職場環境、能力開発、

健康管理などについて、十分配慮するよう周知すること。 

④ 労働者派遣法に関する処遇改善 

改正労働者派遣法が施行され、同一労働同一賃金の法整備において、均等・均衡

待遇が原則とされたことを踏まえ、派遣先企業については、1)比較対象労働者の賃

金及び待遇差を改善する情報を提供すること。2) 食堂・休憩室・更衣室など福利厚生

施設などについて派遣労働者に不利な利用条件などが設定されている場合は、是正する

こと。派遣元企業については、派遣先企業へ情報開示を求め、比較労働者との間に不

合理な格差等がある場合は是正することとなっていることから、会員企業に法の趣

旨の周知・徹底をはかること。 

⑤ テレワーク導入について 

テレワークは、重要な労働条件である「勤務場所の変更」にあたるため、対象者、実

施の手続き、労働諸条件の変更事項などについて、労使協議を行い就業規則に規定する

こと。その際、情報セキュリティー対策や費用負担のルールなどについても規定するこ

と。 



 

(３) ドナー休暇制度創設の取り組み 

  骨髄バンクなどのドナー登録者が適合となった際の検査や入院等で合計１０日間ほど

の休業が必要であるが、そのうち約４５％が仕事上の都合等で提供をあきらめている。

ドナー候補者および提供ドナーと選ばれ、面談、検査または入院等で休まなければなら

ない時には、特別休暇(有給)とすること。また、制度が未整備の企業には、制度創設を

促すこと。（北海道：52 企業・大学 2024 年 12 月末現在） 

４．ジェンダー平等・多様性の推進について 

（１）改正女性活躍推進法および男女雇用機会均等法について 

①  女性の昇進・昇格の遅れ、仕事の配置や配分が男女で異なるなどの格差がある場合、

積極的に差別是正措置(ポジティブアクション)をはかること。 

② 合理的な理由のない転居を伴う転勤をしないこと。 

③ 妊娠・出産などを理由とする不利益取り扱いをしないこと。 

④ 改正女性活躍推進法に基づく事業主行動計画を、企業規模にかかわらず策定すること。 

(２) あらゆるハラスメント対策について 

① 同性間セクシャル・ハラスメント、ジェンダー・ハラスメントも含めたセクシャル・

ハラスメントおよびマタニティ・ハラスメント、パタニティ・ハラスメント、ケア(育児

・介護)・ハラスメントの防止措置の実効性を担保すること。 

② パワー・ハラスメントを含めて、あらゆるハラスメントを一元的に防止する取組を進

めること。 

③ ドメスティック・バイオレンスや性暴力による被害者を対象とした、相談支援機関と

の連携強化を含めた相談体制の整備や休暇制度の創設等、職場における支援のための環

境整備をはかること。 

④ 2025 年 4 月から施行される「カスタマーハラスメント防止条例」について、事業主が

取るべき行動を会員企業に遵守させること。 

(３) 育児や介護と仕事の両立に向けた環境整備について 

① 2025 年 4 月から順次施行される「改正育児・介護休業法」で定める内容について

労働協約・就業規則等を改定すること。また、改定する際には労使協議を行い、法を

上回る内容とすること。 

② 有期契約労働者が制度を取得する場合の要件を撤廃すること。 

③ 育児休業、介護休業、子の看護休暇、介護休暇、短時間勤務、所定外労働の免除の申

し出や取得により、解雇あるいは昇進・昇格の人事考課などについて、不利益取り扱い

を行わないこと。 

④ 女性の就業継続率の向上や男女のワーク・ライフ・バランスの実現に向け、両立支援

等助成金を活用するなど、男性の育児休業(産後パパ育休)取得促進に取り組むこと。 

⑤ 両立支援制度や介護保険制度に関する情報提供など、仕事と介護の両立を支援するた

めの相談窓口を設置すること。 

⑥ 不妊治療と仕事の両立が可能となるよう、取得理由に不妊治療を含めた休暇等(多目的

休暇または積立休暇等を含む)の制度整備に取り組むこと。 

 

  



 

５．治療と仕事の両立の推進について 

① 長期にわたる治療が必要な疾病などを抱える労働者からの申出があった場合、円滑な

対応ができるよう、休暇・休業制度などについて、労働協約・就業規則など諸規定の整

備をすること。 

② 疾病などを抱える労働者のプライバシーに配慮しつつ、当該事業場の上司や同僚への

周知や理解促進に取り組むこと。 

６．次世代育成支援対策推進法について 

① 「トライくるみん」「くるみん」「プラチナくるみん」の取得を推進すること。 

② 「トライくるみん」「くるみん」「プラチナくるみん」をすでに取得している会員企業

については、計画内容の実効性の維持・向上をはかること。 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【別紙】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２０２５年３月１４日 

 

 北海道労働局 

  局 長  三 富 則 江 様 

日本労働組合総連合会北海道連合会 

会  長  須  間    等    

 

 

すべての労働者の賃金・労働条件改善等に関する要請 
 

 

 日頃より労働行政における円滑な推進にご尽力されていることに対して敬意を表しま

す。 

 さて、日本経済について、第 3 次産業活動指数 12 月分(経済産業省 2 月 17 日発表)では、

情報通信業、生活娯楽関連サービスなど 5 業種で前月より上昇しているものの、運輸・郵

便業、卸売業、小売業など 6 業種で低下し、総じてみれば「一進一退」としています。 

内閣府が 2 月 17 日発表した 2024 年 10-12 月期の四半期別ＧＤＰ速報(1 次速報値)では、

物価の変動を除いた実質で前期比 0.7％増、年換算で 2.8％増となり、3 四半期連続でプラ

ス成長となっています。また、12 月 13 日に日銀札幌支店が発表した 12 月の短観によると、

企業の業況判断指数(ＤＩ)は、全産業で+15 と、9 月の前回調査から 5 ポイント減少となっ

ていますが、特に「物品賃貸」「情報通信」「輸送用機械」では 9 月よりも大きくマイナ

スとなっています。節約志向の広がりが小売や卸売などに影響しているが、『コト消費』

と呼ばれる観光などのサービスについては良好な状態を維持している。製造業の先行きは

改善するとの見通しが多いが、非製造業はコストの上昇や、観光の回復が一服するのでは

ないかという懸念の声もあるとしています。一方で、ＧＤＰの 6 割を占める個人消費拡

大に寄与する賃上げは、物価上昇を上回る水準にする必要性は労使で共通の認識になって

います。 

私たち連合は、将来を担う新卒者就職支援の取り組みにも力を入れています。引き続き、

道内企業への就職促進を進めていくことが重要ありますが、一方では早期離職も依然とし

て高い水準にあり、各市町村および地域の経済団体との意見交換では、新卒採用難や若年

層、中堅層の離職問題に苦慮している声が多く聞かれ、対策をする必要があります。 

今次春季生活闘争の中では、賃金も物価も経済も安定的に上昇する経済社会へと新たなス

テージ定着をはかることを目指し、「物価上昇を上回る賃上げ」を労使の主要テーマの一つとし

て、労働関係法令遵守の徹底はもちろんのこと、働きがい、やりがいを感じる職場環境作りも重要

な課題です。 

北海道労働局におかれては、地域における積極的な雇用対策を展開し、非正規職員の処遇

の改善等に全力をあげられますよう要請しますので誠意ある回答を求めます。 

 

 

 

 

【資料１－２】 



 

 

記 

 

１．北海道におけるすべての労働者の賃金改善について 

(１)北海道における賃金・処遇改善について 

① ２０２５春季生活闘争における処遇改善要求 

１) 2025 春季生活闘争は、昨年の 30 数年ぶりとなる高水準の賃上げをもってしても、実

質賃金の低下に歯止めを掛けることが出来なかった。「人への投資」を積極的・継続的

に行うことこそ、賃金も物価も経済も安定的に上昇する経済社会へとステージ定着をは

かるカギになる。 

２) 具体的には、賃上げ水準は、3％以上を基準とし、定昇・賃金カーブ維持相当分を含め、5％

以上の賃上げをはかること。また、中小企業等の賃上げは、「底上げ」「底支え」「格差是正」の

実現をはかる観点で、総額で 18,000 円または 6％以上の引き上げをはかることである。 

3)規模間賃金格差の是正、男女間賃金格差の是正、企業内最低賃金協定締結拡大、賃金制

度を創設し、「透明性」「公平性」の確保をはかることなどを求めている。 

これらを進めるためには、1 月 22 日に開催された北海道政労使会議での共同宣言を着実

に実行することが求められることから、各企業に対し周知および実行するよう働きかけること。 

② パート労働者等非正規雇用労働者の均等待遇実現 

   道内のパート賃金水準は、最低賃金近傍に張り付いており、満度に勤務しても年収 200

万円程度と、ワーキング・プアと言われる状態となっている。正規労働者との格差も大き

いことから、連合は高卒初任給等との均等待遇を重視し、「時給 1，250 円」以上への引き上げ

を求めている。さらに、「同一労働同一賃金」の観点から、パート等非正規雇用労働者の賃

金・労働条件の改善について各企業に働きかけること。 

（２）最低賃金について 

① 北海道最低賃金審議会答申書の中で、労働者側からの主張として、実質賃金が前年を下

回らないよう求めている。連合リビングウェイジ（最低生計費：北海道は時間額 1,160 円）と高卒

初任給（北海道：月額 188,000 円）を重視し、10 月 1 日発効にこだわる審議会日程を設定する

とともに、北海道地方最低賃金審議会の自主性を尊重すること。 

② 非正規雇用労働者の処遇改善のため、「賃金引き上げに向けた中小企業・小規模事業者へ

の支援施策」を周知し、賃金を引き上げるよう各経済・業界団体に働きかけること。また、最低

賃金額を周知徹底し、最低賃金違反事業者を根絶すること。 

③ 特定（産業別）最低賃金等について 

 北海道４業種の特定最低賃金について、優位性を担保するため北海道最低賃金の 110％

以上となるよう引き上げに努め、将来的に 115%以上となるよう努力すること。また、特定最低賃

金の周知と遵守の徹底に努めること。 

 

２．雇用の安定・人材確保について 

（１）新卒者対策の強化について 

① 高卒の未内定者ゼロを目指すため、取り組みを一層強化するとともに、道内の就職を基本

にジョブサポーター等による支援の継続を強めること。 

また、職業訓練の充実に向けては、公的職業訓練機関と連携の上、受講者負担が最少か

つ就職に結びつく効果のあるものとすること。 



 

 

② 地域のものづくり産業や伝統産業、成長分野における人材育成・確保をはかるため、学生・生徒

や保護者、学校側の声を聞き、産業理解を深めるよう、職場見学会や職場体験等の機会を拡充

し、就職に結びつくよう関係機関に働きかけること。 

（２）若年労働者の雇用対策強化について 

① 学生と中小企業とのマッチングの強化に力を注ぐこと。 

北海道は、新卒採用者の 3 年以内離職率が全国平均に比べ高い割合にある。職場定着

に向けて、採用前に適切な企業情報を求職者に提供することはもちろんのこと、採用後のミ

スマッチを少なくするための対策を講じること。また、人材確保等支援助成金を活用するよ

う周知し、若年者の早期離職防止に努めるよう各企業と連携し取り組むこと。 

（３）公務職場等における非正規職員の雇用安定・処遇改善について 

①  行政サービスを担う公務職場において、非正規職員が大幅に増加している。北海道労働局

が率先して、まずは無期雇用への切り替えを行うとともに、非正規職員の処遇改善として、臨時

・非常勤職員の賃金の最低額を時間給 1,250 円以上とし、協定を締結すること。 

② 民間委託や指定管理者制度の導入、競争入札による委託先企業の変更であっても、雇用が

継続されるよう発注者としての責任を果たすこと。 

３．労働条件改善などの課題について 

（１） 「すべての労働者の立場に立った働き方」の改善 

① 時間外労働の上限規制を含む改正労働基準法等の職場への定着を促進する観点から、以

下の項目の改善をはかるよう各企業・団体に働きかけること。 

1) すべての労働者を対象とした労働時間の客観的な把握と適正な管理 

2) 年次有給休暇の 100％取得に向けた計画的付与の導入 

3）自動車の運転業務、建設業など 2024 年 4 月から時間外労働の上限規制が適用となる業種

の制度周知および遵守 

②  60 時間超の時間外労働に対する割増賃金率 50%を遵守させること。 

③ 労働者代表の選出についても厳正な方法を用いることを指導すること。 

 (２) ワークルールの遵守について 

① 労働関係法令の遵守の徹底 

1)連合北海道（各地域協議会を含む）に寄せられた労働相談の中で「パワハラ・嫌がらせ」が常

に上位を占めており、業種では「医療・福祉」が多い。どのような雇用区分であってもワークル

ールの適切な運用のもとで働くことができるよう、労働関係法令の趣旨を踏まえた遵守を企業

に徹底すること。 

  2)企業規模にかかわらず、労働関係法令の趣旨を踏まえた労働条件の確保に取り組むよう各

企業・団体を指導すること。 

② 労働契約法に関する処遇改善 

労働契約法 18 条の無期転換ルールの周知徹底をすること。また、無期転換回避目的のた

めに 5 年未満での契約打ち切りなど、安易な雇止めなどが行われないよう、各企業・団体に法

の趣旨を周知・徹底を引き続きはかること。 

③ 高年齢者雇用安定法に関する処遇改善 

同一労働同一賃金の確実な実施で、通常の労働者と定年後継続雇用労働者をはじめとす

る 60 歳以降のパート・有期雇用で働く労働者との間の不合理な待遇差の是正や高齢化に伴



 

 

い増加がみられる転倒や腰痛災害等に対する配慮と職場環境改善を各企業に周知するこ

と。 

④ 労働者派遣法に関する処遇改善 

改正労働者派遣法の施行を踏まえ、各企業・団体に対して以下の内容の周知・徹底、是

正をはかること。 

1) 派遣先企業に対して、比較対象労働者の賃金及び待遇を派遣元企業に情報提供す

ること。比較労働者との間に不合理な格差等がある場合には是正させること。 

2) 派遣先企業が食堂・休憩室・更衣室など福利厚生施設などについて派遣労働者に不

利な利用条件などが設定されている場合は、是正させること。 

⑤ 障害者雇用の促進 

障害者雇用促進法に基づく法定雇用率が、2.5%となっていることを踏まえ、職場における障

がい者の個別性に配慮した雇用環境を整備したうえで、障害者雇用率の達成に向けた指導を

すること。 

４．育児や介護と仕事の両立に向けた環境整備について 

① 4 月から順次施行される改正育児・介護休業法で定める法改正の内容について、事業主が

雇用管理上講ずべき措置周知と積極的な推進に努めるとともに、就業規則等を改定する

よう各企業・団体に働きかけること。 

② 有期契約労働者が制度を取得する場合の要件を撤廃するよう各企業に働きかけること。 

③ 育児休業、介護休業、子の看護休暇、介護休暇、短時間勤務、所定外労働の免除の申

し出や取得により、解雇あるいは昇進・昇格の人事考課などにおいて、不利益取り扱い

が行われないよう各企業に働きかけること。 

④ 女性の就業継続率の向上や男女のワーク・ライフ・バランスの実現に向けて、出生時育児休

業（産後パパ育休）の整備など男性の育児休業取得促進に取り組むことを各企業に働きか

けること。 

⑤ 両立支援制度や介護保険制度に関する情報提供など、仕事と介護の両立を支援するため

の相談窓口を設置するよう各企業に働きかけること。 

⑥ 不妊治療と仕事の両立のため、取得理由に不妊治療を含めた休暇等（多目的休暇または

積立休暇等を含む）の整備および「くるみんプラス」取得に取り組むよう各企業に働きかけるこ

と。 

５．治療と仕事の両立の推進について 

① 長期にわたる治療が必要な疾病などを抱える労働者からの申出があった場合、円滑な

対応ができるよう、休暇・休業制度などについて、就業規則など諸規定の整備をするよ

う各企業に働きかけること。 

② 疾病などを抱える労働者のプライバシーに配慮しつつ、当該事業場の上司や同僚への周

知や理解促進に取り組むよう各企業に働きかけること。 

以上 



 

【資料１－３】 

２０２５年２月１８日 

北海道知事 鈴木直道 様 

日本労働組合総連合会北海道連合会 

会 長  須間  等 

 

    

雇用対策および会計年度任用等の処遇改善 

共生社会実現などに関する要請書 

 

 日頃より北海道の発展と雇用確保・創出、住民福祉の向上のため、日夜、御奮闘されている

ことに対し、心より敬意を表します。 

 さて、昨年は連合全体で33年ぶりの5％台の賃上げが実現したものの、生活が向上したと実感

している人は少数にとどまり、個人消費は停滞しています。それは、物価高が勤労者家計を圧迫

してきたことに加え、適切な価格転嫁・適正取引が進んでいない中小企業および産業があるなど、

労務費を含めた価格転嫁の流れが十分に波及していないことも要因の一つとして挙げられます。

また、賃上げと適切な価格転嫁・適正取引のすそ野が広がらなければ、デフレに後戻りする懸念

すら危惧されます。 

一方、道内の有効求人倍率は1.01倍（12月）と前年同月を0.03ポイント下回っているものの、

多くの産業で人手不足といわれており、新規求人の55.5％は正社員求人になっているなど、雇用

条件は徐々に良くなっていると考えられます。 

私たちは、将来を担う新卒者就職支援の取り組みにも力を入れています。道内の来春卒業予定

の高校生、12月末現在の求人数は、18,148人と前年同期に比べ0.2％増(34人増加)となっており、

求人倍率3.77倍、就職内定率87.1％(前年同期1.6ポイント上昇)と高水準で推移していますが、

若年層および労働力人口の減少が他県より早く進む本道では、道内企業はもちろんのこと、特に

地場企業への就職促進を強めていく必要があります。 

昨年4月からは残業時間上限規制が猶予されていた4業種においても適用となるなど、同一労働

同一賃金などと併せ、労働関係法令の遵守徹底、働きがいを感じる職場環境作りも急務の課題で

す。さらに、公共サービスを担う直接雇用の非正規職員や地方自治体の仕事を担う民間労働者に

おいても同様です。 

有期・短時間・派遣等労働者は不安定な雇用状態に置かれており、年収200万以下の就労者も

多く、これらの雇用形態で生計を立てている労働者は、フルタイムで働いても多くの人々は貧困

という状態から抜け出すことが困難な状況に立たされています。地方自治体は率先して不安定雇

用労働者や働く貧困層を解消すべきです。 

これらの解決のためには、国・地方自治体の連携、地方自治体と経済・産業関係団体や労働

関係団体等との連携による積極的な取り組みが極めて重要です。 

 つきましては、北海道におかれましては、以下の課題に全力をあげられますよう要請します。 

 

 

 



 

記 

 

１ ．賃上げに向けた環境整備 

  1 月 22 日開催の「北海道政労使会議」において全会一致で採択された共同宣言について、

周知および遵守を機会あるごとに企業へ強く働きかけること。 

２ ．地域における雇用対策 

(1) 若年者の早期離職防止 

① 新卒者を含む若年者と北海道の中小企業とのマッチングの強化に力を注ぐこと。 

② 道内の高卒 3 年以内の離職率は 45.3(前年 43.9)％と全国の 38.4％より高く、従業員

数が少ないほど離職率が高い傾向になっています。企業に対し「ユースエール認定」へ

の推進、職場定着の取り組みとして、インターンシップ受け入れ企業の拡充などを通じ

た離職防止について、産学官連携した取り組みを行うこと。 

(2) 就職氷河期世代対策および雇用維持 

① 就職氷河期世代の中には正社員になりたくてもなれない、所謂「不本意非正規労働者」

が一定数いると考えられることから、社会人採用枠を活用し、積極的に就職氷河期世代

から常勤職員を採用すること。 

(3) 自治体における会計年度任用職員等の不安定雇用の解消 

① 会計年度任用職員などの賃金については、職務内容に応じ均衡・権衡をはかること。ま

た、一時金は常勤職員と同月数を支給し、給与改定についても、常勤職員と同様に遡及改

定を行うこと。 

② 手当については、寒冷地手当など常勤職員に支給される手当を支給すること。 

③ 常勤職員との権衡に基づき、各種休暇等の制度化、拡充すること。また、常勤職員に付

与されている有給休暇については、会計年度任用職員も同様の取り扱いとすること。特に、

病気休暇については、国が 2025 年４月から有給化となることから、有給休暇として措置す

ること。なお、日数については最低でも年 10 日とすること。 

④ 自治体で働く会計年度任用職員などの雇用を継続すること。また、再度の任用回数に上

限を設けないこと。 

⑤ 本来、常勤職員が行うべき業務について、現在、会計年度任用職員が担っている場合は、

常勤職員としての職の配置・増員と、現に業務を担っている会計年度任用職員を常勤職員

に移行すること。 

⑥ 会計年度任用職員は、フルタイムでの任用を基本とすること。少なくとも週所定 35 時間

以上勤務の会計年度任用職員については、フルタイムに切り替えること。 

⑦ 会計年度任用職員の処遇改善に必要となる財源確保に向けて、引き続き、国への働きか

けを強めること。 

 

３ ．共生社会を目指し、人口減少社会に適応した地域づく り の推進 

(1) 自治体における安定的な財源確保と人口減少社会に適応した地域づくりを目指して 

① 2025 年度政府予算の地方財政見通し(地方財政対策)については、自治体に配分する地方



 

交付税が 18 兆 9,574 億円(前年度より 2,904 億円増)と 7 年連続のプラスが示されたうえ、

交付税や地方税といった自治体が自由に使える一般財源の総額も増額を見込み、また、臨

時財政対策債は 2001 年度の制度創設以来初めてゼロとなった。引き続き、地方自治体の安

定的な財源確保に向けて国への働きかけを強めること。 

② 道内の老年人口比率は、全国で 3 番目に高く、少子高齢化の進展に対応し、人口減に歯

止めをかける必要がある。結婚・出産を増加させるため子育てしやすい社会、環境づくり

が必須となる。医療・介護、教育など限られた財源制約等の条件のもと、多くの自治体は、

人口減少に歯止めをかけ、出生数の改善を図ることにより、まちに活力を創出していくこ

とを総合戦略の基本目標としているが、一自治体の取り組みでは当該基本戦略を達成する

ことは極めて困難である。雇用環境の改善や新産業の創出、所得の向上、人口減少という

課題は、国が積極的に施策を展開するよう、働きかけること。 

③ カスタマー・ハラスメント道条例が、今年 4 月から施行される予定であるが、3 年を目途

に国内の法制度の動向等を踏まえて必要な措置を講じるとされている。3/4 の公務職場に

おいては、特定の住民からの迷惑行為が発生している実態が明らかになっている(2021 年

自治労調査)。なかでも、公共交通や児童相談所、病院、生活保護、日本年金機構は 3 割以

上が迷惑行為に対して「自分一人で対応」と回答しており、一人で対応せざるを得ない職

場も多くみられることから、北海道における迷惑行為防止の体制強化を図ること。 

④ 「災害時における高齢者・障がい者等の支援対策手引き」(北海道・2023 年 5 月改定)に

基づき、地域の特性や実情を踏まえつつ、在宅の高齢者や障がい者など要配慮者に対し、

平時から然るべき対応や、現時点で想定し得る応急救助の機能など必要に応じた措置を講

ずるよう支援すること。 

 

(2) 住民生活を支える地域公共交通の確保 

急速な人口減少・高齢化をはじめ、バス運転手の人手不足等に伴い地域公共交通を取り

巻く社会情勢は、今後さらに厳しくなっていくことが想定されることから、広域による地

域公共交通計画の策定状況と盛り込まれた主な施策を踏まえ、地域事情に則した利用促進

を図ること。同時に、道内にある複数の市町村では、地元企業との連携による地域公共デ

マンドバスの運行や、高齢者のための通院等の移動を確保するライドシェアの運行、近隣

の総合病院のワゴン車を活用した公共ライドシェアの実証運行などの取り組みが行われて

いる。これら実証結果を参考とし、公共交通で保証されている利用者の安全・安心を確保

すること。 

 

(3) 地域に根ざした学校教育と地域福祉の連携と充実 

① 2024 年春、訪問介護サービスの基本報酬が引き下げられた。道内の訪問介護事業所は札

幌市など都市部に集中しており、地方部の町村などでは訪問介護事業所が減少傾向にある。

2024 年度上半期の訪問介護事業所の倒産は過去最多となり、地元に事業所がないと回答し

た町村もある。政府による介護、障がい者福祉事業所の全職員の処遇改善の取り組みは不十

分であることから支援金を支給していくべきである。とりわけ、訪問介護の社会的意義は大

きい。過疎地では、都市部のように 1 日で何軒も効率よく回れず、採算の取れない事業所も

多い。必要な訪問介護サービスが受けられない「介護難民」が地方でこれまで以上に増加し

ていくこととなれば、高齢者の方々が可能な限り住み慣れた地域で日常生活を営むことがで



 

きるように取り組むことを目的とした、地域包括ケアシステムの深化・推進に逆行してしま

う恐れがある。地域間格差を解消し、介護業界全体を支えるためにも介護人材不足を含め地

域事情の課題把握に取り組むこと。 

② 各自治体が、2024 年を初年度とし 3 カ年計画として策定した｢第 9 期介護保険事業計画｣

の推進にあたっては、道内各自治体による健康増進事業や認知症施策、介護資格取得にかか

る費用助成、介護医療院の新たな開設、高齢者への配食サービスなど、地域包括ケアシステ

ムの深化・推進に取り組む事例なども踏まえ、中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見

込み等を精査したうえで、介護サービス基盤や介護現場の生産性の向上を図るための具体的

な施策を実行すること。 

③ 生活困窮者に対応した自立相談支援機関がアウトリーチ支援を行い、生活保護に至る前

段階から生活困窮状態の早期自立を促すことにより、自治体が直営または委託する福祉事務

所の負担軽減を図りつつ、支援が必要な本人に応じたきめ細やかな支援を実施すること。 

④ 2024 年 12 月 23 日、少子化対策をめぐり、立憲・国民など野党 3 党が、公立の小中学校

などの給食費を無償化するため、学校給食法の改正案を共同で衆議院に提出した。一方で私

立の小中学校については、給食に関する実態把握が十分でないとして、当分の間、保護者負

担とするとしている。道内自治体では、学校給食費のみならず、教材費や修学旅行費、子ど

もの医療費の外来助成、高校の通学費など、独自で負担する市町村もみられる。とりわけ、

学校給食費の無償化が道内自治体では 5 割超や、子ども医療費の外来無償化が道内自治体で

は高校生までが 8 割超といった現状も踏まえて、地域や家庭の実情に見合った支援体制を強

化すること。 

⑤ 文科省は、児童生徒の問題行動や不登校などの実態を調査した｢令和 5 年度児童生徒の問

題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果の概要｣を 2024 年 10 月 31 日に公開

し、病気や経済的理由を除き心理・社会的な要因などで小中学校に年 30 日以上登校しない

不登校児童生徒数は過去最多の 34 万 6,482 人となった(前年度から 15.9％増)。不登校児童

生徒数の増加は 11 年連続となる。また、文科省は、来年度予算概算要求のひとつとして｢中

学校に不登校やいじめに対応する教員を 1,380 人配置｣を加えた。さらに、文科省は 2024 年

8 月 29 日、｢不登校児童生徒が欠席中に行った学習の成果に係る成績評価について｣と題し

た文書を都道府県等に通知するとともに、自宅など学校外での学習が成績に反映されるよう

省令改正した。どのような事情があっても、児童生徒が不登校等により、学力が追いつかず

進学等の夢が絶たれるなど将来の選択の芽をつぶさないよう、不登校児童生徒を対象に学校

外でも定期テスト等が受けられ成績に反映するよう ICT 教育等を含め不登校対策に向けた

環境整備の拡充を図ること。 

⑥ 低所得の高齢者や経済的弱者等に対し、原油価格高騰による負担増を踏まえた「福祉灯

油」支給額を全道一律(交付基準額の統一)で財政支援するとともに、除雪・ツルツル路面対

策として、市町村への財政支援を拡充すること。 

 

(4) 北海道の資源を活かしたエネルギー・環境政策の推進 

道内の発電電力量のうち、太陽光や風力、水力など再エネの占める比率は 2023 年度に 4

割超(水力 15.4％、太陽光 10.3％、風力 7.9％、バイオマス 6.6％、地熱 0.3％)に上り、政

府の「第 7 次エネルギー基本計画」原案（2024 年 12 月 27 日パブコメ開始）にある、2040

年度の再エネの比率目標の｢4～5 割程度｣はすでに達成している状況にある。今後は、2025



 

年 4 月にはラピダス株式会社の試作ラインが稼働、2027 年に量産開始が予定されている。

また、ソフトバンク株式会社は苫小牧市でのデータセンターの建設計画を 2023 年 11 月に

公表し、道内の再エネを 100％利用し 2026 年度開業する予定となっている。さらに、道内

ではラピダス進出をきっかけとして、北海道と本州と結ぶ海底直流送電の開発など 2030

年度を目指して大型プロジェクトが動き出すこととなる。これらの動きを踏まえたうえで、

電力需要の増加に向け、再エネ事業に対する地域との合意形成や地域との共生のあり方な

ど確立すべきであり、道内各市町村の調整が不可欠となることから、道内の中長期的な開

発計画を国に示すよう求めること。 

 

以 上 

 



                                               ２０２５年  月  日 

 

○ ○ 市(町・村)商工会議所中小企業部会  

部会長 ○○ ○○  様 

連合北海道○○地域協議会 

会 長  ○○ ○○ 

連合北海道○○地区連合会 

会 長  ○○ ○○ 

 

すべての労働者の賃金・労働条件等の改善に関する要請書 

 

日頃より地域産業の発展のため、日夜、御奮闘されていることに対し、心より敬意を表します。 

さて、連合北海道と経済５団体の労使懇談会が３月４日に開催され、北海道における今年の春

季労使交渉が本格的にスタートしました。春季労使交渉は、「総合生活改善闘争」の位置付けの

もと、国民生活の維持・向上をはかるため、労使がその「責任と役割」を果たさなければなりません。

デフレマインドを脱却するためには、日本のＧＤＰの６割を占める個人消費を拡大することが

重要であり、すべての働く者の賃金の「底上げ」「底支え」「格差是正」をはかることが不可欠

です。 

私たちは、今次労使交渉において「人への投資」を求め、賃金も物価も経済も安定的に上

昇する経済社会へと新たなステージへ定着をはかることをめざしています。中小企業団体や

行政機関、地域のあらゆる関係者などと連携する取り組みを展開し、『価格転嫁、価格交渉、

環境整備』を着実に進めるべきであると考えます。 

加えて、私たち労働者も一方では消費者であり生活者でもあります。一人ひとりのマインドを変

えていくことが重要と考えており、2024 春季生活闘争では、賃上げと同時に消費者マインドを変え

ていく取り組みを進めます。 

つきましては、すべての労働者の賃金・労働条件等を改善し、雇用と生活の確保、さらには、地

域経済の活性化のため、次の事項の実現に向けて経営側として最大限のご尽力を頂きますよう

要請いたします。 

記 

１．すべての労働者の賃金改善について 

（１） 中小企業等の賃上げ要求は、「底上げ」「底支え」「格差是正」の実現をはかる観点で、賃上げ水準

(ベース アップ)と賃金カーブ維持分を含め６％以上、または、総額で１６，０００円以上の引き上げを

はかること。 

（２） 連合リビングウェイジ1に基づき、次に記載の「最低到達水準」以上に改善をはかること。 

【中小企業の底上げ・底支えに向けた要求項目】 

・北海道の連合リビングウェイジ（最低生計費）に基づく最低到達水準。 

○時間額 １，１６０円以上 

 
1 労働者が最低限の生活を営むのに必要な賃金水準を連合が独自に算出しているもの 

【資料２】 



（３） 地域・地場における賃金水準の相場波及として、連合北海道加盟組織の春季生活闘争にエントリ

ーした労組を対象に、昨年８月支給の所定内賃金の調査を行った。その結果、以下のとおり個別賃

金実態調査結果から得られた業種ごとの賃金特性値が明らかとなった。 

   最低水準として、「平均または中位」以下の労働者の賃金水準の「底上げ」「格差是正」をはかり、魅

力ある中小企業をアピールすること。 

【職種別特性値（連合北海道 2025地域ミニマム調査より）】              （単位：人・千円） 

 

 

 

 

 

 

＊この数字は、連合北海道の春闘にエントリーした企業（北海道内で妥結する企業）の基本給であり、月例賃金の支給総額を

示すものではありません。 

（４） パート労働者等非正規労働者の賃金(時間給)の引き上げは、「底上げ」「底支え」「格差是正」の観

点から均等処遇の実現をめざし、厚生労働省の「人材確保等支援助成金」「業務改善助成金」などを

有効活用した賃金テーブルの改定を行うなど、次のいずれかの改善をはかること。 

① 正規労働者との均等待遇を踏まえ、時給１,２５０円以上へ引き上げをはかること。 

② 少なくとも生活できる賃金水準（連合リビングウェイジ）の確保をはかること。また、経験豊富

な労働者の時給が、未経験の高卒初任給を下回らない水準とすること。 

≪参考≫  

２０２４年北海道高卒初任給 １８８,０００円※出所 北海道労働局(規模別を平均したもの) 

③ 同一労働同一賃金が施行され、合理的理由のない処遇差がある場合には、その是正を図

ること。具体的には、1)昇給ルールの導入、2)一時金の支給、3)福利厚生全般及び安全

管理の改善、4)社会保険の加入希望者への適用拡大、5)有給休暇の取得促進、6)育

児・介護休業制度を正社員と同様とするための整備、7)再雇用者(定年退職者)の処遇

改善など、非正規雇用労働者の賃金・労働条件の改善に努めること。  

④ 月給制の非正規雇用労働者の賃金については、正社員との均等処遇の観点から改善をは

かること。 

 

２．若年労働者の雇用の安定・確保について 

（１） 人口減少社会にあって、北海道は「労働力」人口減少が他県より早く進む中、厚生労働省の「キャリ

アアップ助成金」などを有効活用し、中小企業等に働く非正規雇用労働者を正社員への転換ルール

の導入促進や、有期から無期への転換を進め、非正規雇用労働者の雇用安定をはかること。 

（２）若年者の早期離職は企業にとっても損失である。道内の新規高卒(2021 年 3 月卒)の 3 年

後の離職率は、45.3(前年 43.9)％と高い割合にある。職場定着に向けて、人材確保等支援

助成金を有効活用し、早期離職防止に努めるよう会員企業に働きかけること。 

 

 

【年齢計】

業　　　　　種 全 体 金 属 食 品 交　通・運　輸 サービス・一般 建設・資材 資源・エネルギー 情報・出版 商業・流通

人 数 9,619 2,201 486 2,310 279 817 304 157 3,065

平 均 271.0 301.3 270.4 219.9 237.5 242.7 315.2 268.1 294.3

第 １ 十 分位 194.5 214.3 196.8 181.9 187.4 208.0 214.4 214.1 215.4

第 １ 四 分位 218.1 252.3 221.2 194.6 202.5 215.1 252.4 237.9 240.2

中 位 数 257.5 298.3 260.0 212.2 232.3 228.2 313.9 262.3 277.3

第 ３ 四 分位 308.2 346.0 300.6 238.1 274.6 264.2 361.7 295.0 328.6

第 ９ 十 分位 367.4 384.9 353.2 270.6 298.0 303.1 422.6 321.5 413.4



３．労働条件改善などの課題について 

（１） 長時間労働の是正・過労死ゼロについて 

健康で働き続けられる労働時間と過労死ゼロの実現に向けて、以下の項目の改善をはかる 

よう会員企業に働きかけること。 

① 生活時間を確保する観点から「年間総実労働時間 1800時間」に近づけること。 

② すべての労働者を対象とした労働時間の客観的な把握と適正な管理をすること。 

③ 年次有給休暇の 100%取得に向けた計画的付与をすること。 

（２） 高齢期における雇用と処遇について 

 ① 65 歳まで希望者全員が安定雇用で働き続けることができ、雇用と年金の接続を確実に行う

観点から、定年を引上げまたは廃止すること。 

② 年齢にかかわりなく高いモチベーションをもって働くことができるよう、「同一労働同一賃金」

も踏まえ、働きの価値にふさわしい処遇および労働者の安全と健康の確保をはかること。 

                         

 以  上 

 


